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1 はじめに

多項式計画とは, 目的関数も, 制約式も変数 xの多項式で書かれた最適化問題である. 2次
計画問題, 0-1整数計画問題や双線形行列不等式など非常に多くの最適化問題を多項式計画に
記述できる.
最近, Lasserre[2, 3]や Parrilo[5]によって多項式計画を半正定値計画問題に緩和して解く手

法が独立に提案された. 彼らの緩和手法は理論的には非常に優れた性質を有している一方で,
緩和問題のサイズが非常に大きくなり実用的には解くのが困難である.
本論文では, Lasserreの提案した緩和に注目し, よりサイズの小さい緩和問題を生成する手

法を提案し理論的な考察を行う. また, 特徴的な構造を持った多項式計画に対しては緩和問題
のサイズをさらに小さくできることを述べる.
本論文の構成は以下のとおりである. 2節では, Lasserreの緩和と提案する緩和について述

べる. 3節では, 提案した緩和の理論的特徴について触れる. 最後に, 特殊な構造を持った多項
式計画に対する緩和を 4節で述べる.

2 準備

この節では, まず, Lasserre[2, 3]によって提案された多項式計画に対する緩和とその特徴を
簡単に述べる. 次に, Lasserreの緩和より弱い緩和を提案する.

2.1 Lasserreの緩和

多項式計画とは, 以下のように, 目的関数や制約式が多項式で構成される最適化問題である.

(多項式計画)

{
min f0(x)
s.t. f(x) ≥ 0

(1)
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ここで, f(x) = (f1(x), . . . , fm(x))T , fi(x) (i = 0, 1, . . . , m)は xに関する実多変数多項式で

ある. また, f0(x)は定数項を持たないとする. さらに, 以下の説明のために単項式に関する記
号を定義する. a = (a1, . . . , an) ∈ Zn

+, x = (x1, . . . , xn) ∈ Rn とおいて, xa を xa1
1 · · ·xan

n と

定める.
Lasserre[2, 3]で提案されている緩和について述べる.

ur(x) = (1, x1, . . . , xn, x2
1, x1x2, . . . , x1xn, x2

2, . . . , x
2
n, . . . , xr

n)T

M r(x) = ur(x)ur(x)T

とおく. ここで, r は自然数であり, ur(x) は次数 r までの単項式を全て集めたベクトルで,
M r(x)は ur(x)で構成される階数 1の行列である. M r(x) º Oは, 行列M r(x)が半正定値
対称行列であることを表しており, 全ての xで成立するので, (1)は次の問題と同値である.

{
min f0(x)
s.t. fi(x)MN−wi

(x) º O (i = 1, . . . , m), MN (x) º O
(2)

ただし, wi = ddeg fi/2e (i = 0, 1, . . . , m)であり, N ≥ max{w0, w1, . . . , wm}を満たす整数で
ある. 次に (2)に対して線形化を施す. 線形化とは, xa を ya と置き換えることである.

例 2.1 n = 2で,
f(x1, x2) = 3 + x1x2 + 4x2 + 2x2

1x2 + x3
1x

2
2

を線形化すると,

x1x2 → y(1,1)

x2 → y(0,1)

x2
1x2 → y(2,1)

x3
1x

2
2 → y(3,2)

となるので, f(x1, x2)を線形化した関数 F (ya)は,

F (ya) = 3 + y(1,1) + y(0,1) + 2y(2,1) + y(3,2)

となる. なお, x0 は, y0 と線形化せず, 定数として扱う.

この操作により, (2)から次の緩和問題を構成することができる.
{

min F0(ya)
s.t. MN−wi(fiya) º O (i = 1, . . . , m), MN (ya) º O

(3)

ここで, F0(ya)を f0(x)を線形化した関数, MN (ya)をMN (x)を線形化したものとする. ま
た, MN−wi(fiya)は, MN−wi(x)の各要素に fi(x)をかけて線形化したものである. このよ
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うにして構成された緩和問題 (3)は半正定値計画問題となり, 内点法によって解くことができ
る. またこの緩和問題 (3)の双対問題は,





max −X11 −
∑m

i=1(fi)0Zi
11

s.t. 〈X, Ba〉+
∑m

i=1〈Zi, Ci
a〉 = (f0)a (a 6= 0)

X,Zi º O

(4)

である. ここで, (f0)a は xa に対応する係数, (fi)0 は fi(x)の定数項, Ba, Ca は, MN (x),
MN−wi(x)の xa に対応する係数の行列である, つまり, MN (x) = B0 +

∑
a 6=0 Bax

a であ

る. Ci
a についても同様である. また, 〈·, ·〉は行列の内積を表し, 〈A, B〉 = Tr(AT B) である.

このように, N がひとつ決まれば, 多項式計画 (1)の緩和問題 (3)をひとつ構成することが
できる. 今, この緩和問題の最適値を p∗N , 多項式計画の最適値を p∗ とおけば,

p∗N ≤ p∗N+1 ≤ p∗ (∀N ≥ max
i=0,1,...,m

ddeg fi/2e)

が成り立つことがわかるが, Lasserreは [7]の補題 4.1を用いて次のことを示している.

定理 2.2 多項式計画 (1) の緩和問題 (3) とその双対問題 (4) について, 適当な仮定の下で
limN→∞ p∗N = p∗ ということができる.

定理 2.2の 1から, N を大きくして緩和問題 (3)を構成し解けば良いのだが, その際, 緩和問題
(3)の変数 ya の数は

(
n+2N

n

)
, 双対問題 (4)の変数行列X のサイズは

(
n+N

n

)
, Zi のサイズは(

n+N−wi

n

)
であり, 非常に大きくなり実用的に解くことができない.

2.2 提案する緩和

Lasserreの緩和ではサイズが大きくなり過ぎることを述べた. そこで, Lasserre の緩和より
サイズの小さい緩和問題を生成する手法を提案する.
そのため, 多項式計画 (1)に制約を加える.





min f0(x)
s.t. f(x) ≥ 0

x ∈ Ba = {x ∈ Rn | θ(x) := a− ‖x‖22 ≥ 0}
(5)

ただし, aは十分大きな値であり, 多項式計画 (1)の最適解は (5)でも最適解であるとする. こ
れにより, 考えるべき多項式計画 (5)の実行可能領域が有界閉集合となる.
この多項式計画 (5)と次の多項式計画は同値である.





min f0(x)
s.t. f(x) ≥ 0

MN (x) º O, θ(x)MN−1(x) º O

(6)
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ここで, N はN ≥ maxi=0,1,...,mddeg fi/2eを満たす整数である. この問題 (6)について線形化
を行う. それにより次のような緩和問題を構成することができる.





min F0(ya)
s.t. F (ya) ≥ 0

MN (ya) º O, MN−1(θya) º O

(7)

ただし, F0(ya)は f0(x)を線形化した関数, F (ya)は, f(x)を線形化したもので, MN (ya),
MN−1(θya)も (3)と同様である. この緩和問題も半正定値計画問題になるので内点法で解く
ことができる.
この緩和問題 (7)の双対問題は以下のようになる.





max −X11 − aZ11 − (f)T
0 v

s.t. 〈X, Ba〉+ 〈Z, Ca〉+ (f)T
av = (f0)a (a 6= 0)

X, Z º O,v ≥ 0

(8)

ここで, (f)a は, f(x)の各要素 fi(x)の xa に対応する係数で構成される列ベクトルであり,
(f)0 は, fi(x)の定数項を並べた列ベクトルである.

Lasserreの緩和問題 (3)と緩和問題のサイズを比較すると行列変数の数が減少した. した
がって, 制約式の多い多項式計画に対しては問題のサイズと言う点で実用上有効であることが
言える.
また, (6)で, fi(x)とMN−wi(x)の掛け合わせを行っていないので Lasserreの緩和より弱

くなっている. そのため, 定理 2.2[2]の様に元問題の最適値に収束することは言えないが, 類似
の性質を持っていることが言える. 次節で, その理論的性質を述べる.

3 理論的性質

この節では, まず, 双対問題 (8)が Lagrange双対問題から導かれることを示し, 次に, q∗N を

緩和問題 (7)の最適値とおけば, q∗N が Lagrange双対問題の最適値に収束することを示す. 最
後に, (5)の拡張について述べる.
多項式計画 (5)の Lagrange関数 L(x,v)を次のように定義する.

L(x,v) = f0(x)− vT f(x) (∀x ∈ Ba,∀v ≥ 0).

ただし, xの範囲は Rn ではなく, Ba である. これにより多項式計画 (5)の Lagrange双対問
題は

sup
v≥0

inf
x∈Ba

L(x,v) (9)

である. また, Lagrange緩和問題とは (9)において, vを固定した以下の最適化問題のことを

言う.
{

inf L(x, v̄)
s.t. x ∈ Ba
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この Lagrange緩和問題は, 次の最適化問題と同値である.
{

sup t

s.t. L(x, v̄)− t ≥ 0 (x ∈ Ba)
(10)

この最適化問題 (10)に対して, 制約式

L(x, v̄)− t ≥ 0 (x ∈ Ba) (11)

を,
L(x, v̄)− t ∈ ΣN + (a− ‖x‖22)ΣN−1 (12)

という恒等式に変形する. ただし, ΣN = {∑k
j=1 hj(x)2 | deg hj ≤ N}であり, (a−‖x‖22)ΣN−1 =

{(a− ‖x‖22)h(x) | h ∈ ΣN−1}である.
なお, この変形は, 等価な変形ではない. (12)が成立するならば (11)は成立するが, 逆は必

ずしも成立しない. また, 次数N の多項式 hj(x)などで L(x, v̄)− tを表現できる保証もない.
したがって, この変形は L(x, v̄)− tが, 次数N , N −1の多項式で表現できると制限していると
考えることができる. ここでは, このような制限によって半正定値計画問題を得ることを示す.
ところで, [6]の補題 3.1より ΣN は,

ΣN = {uN (x)T V uN (x) | V º O}

と書くことができる. このことから, 恒等式 (12)は,

L(x, v̄)− t = uN (x)T V uN (x) + (a− ‖x‖22)uN−1(x)T WuN−1(x)

= 〈V , uN (x)uN (x)T 〉+ 〈W , (a− ‖x‖22)uN−1(x)uN−1(x)T 〉
= 〈V , MN (x)〉+ 〈W , θ(x)MN−1(x)〉

と変形できる. ここで, MN (x), θ(x)MN−1(x)の各成分が多項式であることに着目すると,

MN (x) = B0 +
∑

a 6=0

Bax
a,

θ(x)MN−1(x) = C0 +
∑

a 6=0

Cax
a.

と書くことができる. なお, B0は第 (1, 1)成分が 1で残りの成分は全て 0の行列である. これ
を上の恒等式に代入すると,

L(x, v̄)− t = V11 + aW11 +
∑

a6=0

(〈V , Ba〉+ 〈W , Ca〉)xa (13)

となる. ここで, fi(x)の xa に対応する係数を (fi)a と書くと, 上の式の左辺は,

L(x, v̄)− t = f0(x)−
m∑

i=1

fi(x)v̄i − t

= −
m∑

i=1

(fi)0v̄i − t +
∑

a 6=0

(
(f0)a −

m∑

i=1

(fi)av̄i

)
xa
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となる. 今, (13)は恒等式なので, 両辺を比較すると以下の線形等式を得る.

−
m∑

i=1

(fi)0v̄i − t = V11 + aW11

(f0)a −
m∑

i=1

(fi)av̄i = 〈V , Ba〉+ 〈W , Ca〉 (a 6= 0)

したがって, Lagrange緩和問題から導かれる最適化問題 (10)は




sup −V11 − aW11 −
∑m

i=1(fi)0v̄i

s.t. 〈V , Ba〉+ 〈W , Ca〉+
∑m

i=1(fi)av̄i = (f0)a (a 6= 0)
V , W º O

と書き直すことができる. 同様に, Lagrange双対問題からも以下の半正定値計画問題を得るこ
とができる





sup −V11 − aW11 −
∑m

i=1(fi)0vi

s.t. 〈V , Ba〉+ 〈W , Ca〉+
∑m

i=1(fi)avi = (f0)a (a 6= 0)
V , W º O, v ≥ 0.

これは, (8)と同じである. つまり, 本論文で提案した緩和法においては, 緩和問題の主問題
(7)は制約式 fi(x)と, MN−wi(x)との掛け合わせを行わないことで得られ, 双対問題 (8)は
Lagrange双対問題 (9)を制限することで得られることがわかる.
次に, 以下の定理を示す.

定理 3.1 多項式計画 (5)が実行可能内点解を持てば, 緩和問題 (7)の最適値は, Lagrange双対
問題の最適値 q∗ に収束する, つまり limN→∞ q∗N = q∗.

この証明では, 以下の補題を用いる.

補題 3.2 x̄ ∈ Rn を元問題 (5)の実行可能内点解と仮定すると, その緩和問題 (7)は実行可能
内点解を持つ. したがって, 緩和問題 (7)とその双対問題 (8)に関して双対定理が成立する.

なお補題 3.2の証明は後の節で行う. ここでは, この補題が成立すると仮定して定理 3.1の証
明を行う.

定理 3.1の証明: まず, q∗ が有限値をとることを示す.

q∗ = sup
v≥0

inf
x∈Ba

L(x, v)

である. Ba が有界閉集合であることから,

q∗ ≥ inf
x∈Ba

L(x,v) > −∞ (∀v ≥ 0).

一方, x̄を多項式計画 (5)の実行可能内点解とすると

inf
x∈Ba

L(x, v) ≤ inf{f0(x) | f(x) ≥ 0, x ∈ Ba} ≤ f0(x̄), (∀v ≥ 0).
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したがって,
q∗ ≤ f0(x̄) < +∞

がいえる. 以上から, q∗ が有限値であることがわかる. 次に,

q∗N ≤ q∗N+1 ≤ q∗ (N ≥ max{w0, w1, . . . , wm} =: N0)

が成立することを示す. (8)の N を固定したときに得られる最適値を r∗N とおく. [1]の補
題 6.1より, r∗N ≤ q∗ が全ての N ≥ N0 で成立する. また, 補題 3.2より, q∗N = r∗N なので,
q∗N ≤ q∗ が成立する.
一方, MN (ya)はMN+1(ya)の, MN−1(θya)はMN (θya)の主座小行列にそれぞれなって
いる. したがって, N + 1として構成される緩和問題 (7)の最適解 (y∗a)の次数N までのベクト

ル y′はN で構成される緩和問題 (7)の実行可能解になっているので, p∗N ≤ p∗N+1が成立する.
最後に収束について示す. supの定義より, 任意の ε > 0に対して, p∗ − ε < infx∈C L(x, v̄)
を満たす v̄ ≥ 0が存在する. つまり,

L(x, v̄) > q∗ − ε (∀x ∈ Ba)

である. ここで, Putinar[7]の補題 4.1より, ある, N∗ と次数がN∗ 以下の多項式 q(x)と次数
がN∗ − 1以下の多項式 t(x)が存在して,

L(x, v̄)− (q∗ − ε) = q(x)2 + (a− ‖x‖2)t(x)2

が成立する. ここで, q(x) = qT uN∗(x), t(x) = tT uN∗−1(x) とおけば,

L(x, v̄)− (q∗ − ε) = 〈qqT , uN∗(x)uN∗(x)T 〉
+ 〈ttT , (a− ‖x‖2)uN∗−1(x)uN∗−1(x)T 〉

が成立する. N = N∗ における (8)において, X = qqT , Z = ttT , v = v̄とおけば, これらは
実行可能解となりそのときの目的関数の値は q∗ − εである. したがって, r∗N∗ ≥ q∗ − εを満た

す. 点列 {q∗N}N≥N0 は単調非減少であり, 弱双対定理を用いれば, 任意の ε > 0に対して

q∗ − ε ≤ q∗N ≤ q∗ (∀N ≥ N∗)

が成立する. これは, limN→∞ q∗N = q∗ をいっている.

注意 3.3 多項式計画 (5)において制約式 x ∈ Baを加えたのは, 多項式計画 (5)の最適値が有
限であることを保証するためだけでなく, Putinar[7]の補題 4.1を用いるためでもある. ここ
では, x ∈ Ba を加えたが, 他の有界性を表す制約式でも構わない.

本論文では, 簡単のために多項式計画 (1), (5)において f(x) ≥ 0とおいたが, −f(x) ∈ K
としてもやはり緩和問題を構成することができる. ここで, Kは内点を持ち直線を含まない閉
凸錐とする. つまり, 凸錐上の多項式計画

(凸錐上の多項式計画)

{
min f0(x)
s.t. −f(x) ∈ K, x ∈ Ba

(16)
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となる. この最適化問題 (16)に対する緩和問題は,
{

min F0(ya)
s.t. −F (ya) ∈ K, MN (ya) º O, MN−1(θya) º O,

(17)

となる. ただし, F0(ya), F (ya)は, f0(x), f(x)を線形化したものであり, N は N ≥ N0 を満

たす自然数である. これは錐 K上の線型計画問題なので内点法を適用することができる. ま
た, 定理 3.1と同様の定理が成立する.

系 3.4 多項式計画 (16)が実行可能内点解を持てば, 緩和問題 (17)の最適値 q∗N は, Lagrange
双対問題の最適値 q∗に収束する, つまり limN→∞ q∗N = q∗. ここで, x̄が実行可能内点解とは,
−f(x̄)が Kの内部に属することをいう.

4 構造を持った多項式計画に対する緩和

この節では, 多項式計画 (16)に対してさらに仮定を追加して議論する. まず始めに, 凸性を
仮定する. 次に, 分離可能性を仮定する. それぞれの仮定の元で, 提案した緩和の性質を調べる.

4.1 凸多項式計画

(16)に凸性を仮定して議論する. (16)が凸多項式計画とは, 目的関数 f0(x)が凸関数であり,
f(x)が,

λf(x) + (1− λ)f(y)− f(λx + (1− λ)y) ∈ K, (∀λ ∈ [0, 1],∀x, y ∈ Rn)

を満たす多項式計画のことを言う. 凸多項式計画に対しては次のことが言える.

定理 4.1 凸多項式計画が実行可能内点解と最適解を持つなら, Lagrange双対問題の最適値と
凸多項式計画の最適値は一致する.

したがって, 定理 3.1, 4.1より, (16)の緩和問題 (17)の最適値は, (16)の最適値に収束する
ことがわかる.

4.2 分離可能な構造を持った多項式計画

分離構造を持った多項式計画とはとは次のような最適化問題のことである.




min
∑̀

k=1

fk
0 (xk)

s.t. −
∑̀

k=1

fk(xk) ∈ K, xk ∈ Bk
a = {x ∈ Rnk | θk(x) := ak − ‖x‖22 ≥ 0} (k = 1, . . . , `)

(19)
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ここで, n = n1+· · ·+n`, fk
0 はxkに関する多項式, fk(xk)は, xkに関する多項式 fk

i (xk) (i =
1, . . . , m)で構成される列ベクトルである. また, ak はそれぞれ十分大きな値とする. Ba =
B1

a1
× · · · ×B`

a`
とおく.

この最適化問題 (19) に対する Lagrange 関数 L(x1, . . . , x`, v) は,Lk(xk,v) = fk
0 (xk) +

〈v, fk(xk)〉とおくと

L(x1, . . . , x`, v) =
∑̀

k=1

fk
0 (xk) +

〈
v,

∑̀

k=1

fk(xk)
〉

=
∑̀

k=1

(fk
0 (xk) + 〈v, fk(xk)〉)

=
∑̀

k=1

Lk(xk,v) (∀v ∈ K∗, ∀x = (x1, . . . , x`) ∈ Ba)

となる. ここで, K∗ は Kの双対錐である. したがって, (19)に対する Lagrange双対問題は,

sup
v∈K∗

inf
x=(x1,...,x`)∈Ba

L(x1, . . . , x`, v)

である. 任意の v̄ ∈ K∗ に対して,

inf
x=(x1,...,x`)∈Ba

L(x1, . . . , x`, v̄) =
∑̀

k=1

inf
xk∈Bak

Lk(xk, v̄)

であるから, Lagrange緩和問題

inf
x=(x1,...,x`)∈Ba

L(x1, . . . , x`, v̄) (∀v̄ ∈ K∗) (20)

は, ηk = infxk∈Bak
Lk(xk, v̄)とおけば, 第 3節と同様に

{
max

∑`
k=1 ηk

s.t. Lk(xk, v̄)− ηk ≥ 0 (xk ∈ Bak
)

と等価になる. さらに, 制約式

Lk(xk, v̄)− ηk ≥ 0 (xk ∈ Bak
)

に着目して, 3節と同様に制限を加えると, 以下の最適化問題を導出できる.




max
∑`

k=1 ηk

s.t. Lk(xk, v̄)− ηk = 〈Xk,uN (xk)uN (x)T 〉
+〈Z, (ak − ‖xk‖22)uN−1(xk)uN−1(xk)T 〉 (∀xk ∈ Rnk , k = 1, . . . , `)
Xk, Zk º O (k = 1, . . . , `).

したがって, 恒等式の両辺を比較することで, 次の半正定値計画問題を得る.




max
∑`

k=1(−Xk
11 − akZk

11 +
∑m

i=1(f
k
i )0v̄i)

s.t. 〈Xk, Bk
a〉+ 〈Zk, Ck

a〉 −
∑m

i=1(f
k
i )av̄i = (fk

0 )a (a 6= 0)
Xk, Zk º O (k = 1, . . . , `).
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ここで, Xk
11 はXk の, Zk

11 は Zk の第 (1, 1)成分である. また, (fk
i )a は, fk(xk)の第 i成分

の多項式 fk
i (xk) において, xk

aに対応する係数である. 同様に, (fk
0 )aは, 多項式 fk

0 (xk)にお
いて, xk

a に対応する係数である. さらに, Bk
a は, 行列 uN (xk)uN (xk)T において, xk

a に対

応する係数行列であり, Ck
aは, 行列 (ak−‖xk‖22)uN−1(xk)uN−1(xk)T において xaに対応す

る係数行列である. したがって, Lagrange緩和問題 (20)を解くためには, `個の部分問題




max −Xk
11 − akZk

11 +
∑m

i=1(f
k
i )0v̄i

s.t. 〈Xk, Bk
a〉+ 〈Zk, Ck

a〉 −
∑m

i=1(f
k
i )av̄i = (fk

0 )a (a 6= 0)
Xk, Zk º O

を解けば良いことがわかる.
v̄ ∈ K∗ を固定して考えていたがこれを変数だと考えれば, 次の錐上の線型計画問題を得る.





max
∑`

k=1(−Xk
11 − akZk

11 +
∑m

i=1(f
k
i )0v̄i)

s.t. 〈Xk, Bk
a〉+ 〈Zk, Ck

a〉 −
∑m

i=1(f
k
i )avi = (fk

0 )a (a 6= 0)
Xk, Zk º O (k = 1, . . . , `),v ∈ K∗.

(21)

最適化問題 (21)の双対問題は次のように書ける.




min
∑̀

k=1

F k
0 (yk

a)

s.t. −
∑̀

k=1

F k(yk
a) ∈ K, MNk

(yk
a) º O,MNk−1(θkyk

a) º O (k = 1, . . . , `)

(22)

ここで, Nk ≥ max{ddeg fk
0 /2e, . . . , ddeg fk

m/2e}を満たす自然数である. F k
0 (yk

a)は, fk
0 (xk)

を線形化した関数であり, 同様にF k(yk
a)は, fk(xk)を線形化したものである. また, MNk

(yk
a)

は MNk
(xk) を, MNk−1(θkyk

a) は MNk−1(θkxk) を, それぞれ線形化したものである. し
たがって, この錐上の線型計画問題 (22) は, 多項式計画 (19) において, MNk

(xk) º O と,
MNk−1(θkxk) º Oを追加して構成したものと理解できる.
次に, 定理 3.1と類似する性質を導く. 最適化問題 (21)においてN は, N = maxk=1,...,` Nk

を満たすように選ばれる. そこで, この最適化問題 (21)の最適値を p∗N , Lagrange双対問題の
最適値を p∗ とおけば, 次の定理が成立する.

定理 4.2 多項式計画 (19)が実行可能内点解を持つとき, limN→∞ p∗N = p∗ が成立する.

提案した緩和を (19)に適用するためには,全ての変数x1, . . . , x`で構成されるMN (x1, . . . , x`) º
Oと, MN−1(θx1, . . . , x`) º Oを追加していたが, (22)から, MN (x1, . . . , x`)の主座小行列
に対応するMNk

(xk)と, MNk−1(θx1, . . . , x`)の主座小行列に対応するMN−1(θkxk)が半
正定値であるという制約を加えて緩和問題を構成しても定理 3.1と類似する定理 4.2が成立す
ることが言える. したがって, 分離可能な多項式計画 (19)から, よりサイズの小さい緩和問題
(22)を構成できることがわかる.

定理 4.2の証明: 定理 3.1の証明より, p∗ は有限値をとることと

p∗N ≤ p∗N−1 ≤ p∗ (∀N ≥ max
k=1,...,`

max{ddeg fk
0 /2e, . . . , ddeg fk

m/2e})
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がわかる. したがって, 任意の ε > 0に対して,

p∗ − ε < p∗N ′ (∀N ≥ N ′)

となる整数 N ′ が存在することを示せば良い.
p∗ の supの定義より, 任意の ε > 0に対して,

p∗ − ε < inf
(x1,...,x`)∈Ba

L(x1, . . . , x`, v̄) =
∑̀

k=1

inf
xk∈Bak

Lk(xk, v̄)

となる v̄ ∈ K∗ が存在する. ηk = infxk∈Bak
Lk(xk, v̄)とおけば,

p∗ − ε <
∑̀

k=1

ηk

である. ここで, δ =
∑`

k=1 ηk − (p∗ − ε)とおく.

L(x, v∗)− (p∗ − ε) =
∑̀

k=1

(Lk(xk,v∗)− (ηk − δ/k)) > 0 (∀xk ∈ Bak
, k = 1, . . . , `),

が成り立つ. ところで, ηkの定義から, 全ての kに関してLk(xk,v∗)− (ηk−δ/k) > 0 (∀xk ∈
Bak

)が成り立つので, [7]の補題 4.1より,

Lk(xk, v̄)− (ηk − δ/k) = sk(xk)2 + (ak − ‖xk‖22)tk(xk)2 (∀xk ∈ Rnk , k = 1, . . . , `)

となる自然数 N̄k, 次数が N̄k 以下の多項式 sk(xk)と次数が N̄k − 1以下の多項式 tk(xk)が存
在する. sk(xk) = sT

k uN̄k
(xk), tk(xk) = tT

k uN̄k−1(xk)とおけば, この恒等式は,

Lk(xk,v∗)− (ηk − δ/k) = (ak − ‖xk‖22)〈tktT
k , uN̄k−1(xk)uN̄k−1(xk)T 〉

+ 〈sksT
k , uN̄k

(xk)uN̄k
(xk)T 〉 (∀xk ∈ Rnk , k = 1, . . . , `)

となる. このとき, Xk = sksT
k , Zk = tktT

k , v = v̄は, N ′ = max{N̄1, . . . , N̄`}で構成される錐
上の線型計画問題 (21)の実行可能解である. したがって, (21)の目的関数値は,

∑`
k=1 ηk− δ =

p∗ − ε以上であることがわかる. 以上から, 任意の ε > 0に対して,

p∗ − ε ≤ p∗N ≤ p∗ (∀N ≥ N ′)

を満たす N ′ が存在する.

5 補題3.2の証明

補題 3.2を証明するために, 次の補題を用いる.

補題 5.1 f(x) 6≡ 0 である多変数多項式 f は, 任意の点 x̃ ∈ Rn と任意の ε > 0 に対して,
‖x′ − x̃‖ < εとなる x′ ∈ Rn が存在して, f(x′) 6= 0が成立する.
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証明: f(x) 6≡ 0より, f(x̃) 6= 0となる x̃が存在する. ここで,

g1(x) = f(x, x̃2, . . . , x̃n)

とおく. この時, 任意の ε > 0に対して

g1(x′1) 6= 0 かつ 0 < |x′1 − x̄1| < ε/
√

n

となる x′1 が存在する. 次に,

h(x) = f(x′1, x, x̃3, . . . , x̃n)

とおくと, やはり, 任意の ε > 0に対して

g2(x′2) 6= 0 かつ 0 < |x′2 − x̄2| < ε/
√

n

となる x′2 が存在する. これを繰り返せば, 任意の ε > 0 に対して, f(x′1, . . . , x
′
n) 6= 0 と

0 < ‖x̄− x′‖ < εを満たす x′ を構成できる.

補題 3.2の証明: n1 =
(
n+N

n

)
, n2 =

(
n+N−1

n

)
, S1 = {q1 ∈ Rn1 | ‖q1‖ = 1}, S2 =

{q2 ∈ Rn2 | ‖q2‖ = 1}とおく. f(x̄) > 0より, ‖x− x̄‖ < ε̄を満たす全ての xで, f(x) > 0
となる ε̄が存在する. 補題 5.1における εを ε̄とすれば, 任意の q = (q1, q2)T ∈ S1 × S2に

対して

qT
1 MN (x̂(q))q1 > 0, qT

2 MN−1(θx̂(q))q2 > 0, f(x̂(q)) > 0

を満たす x̂(q) ∈ Rnが存在する. ここで, x̂a(q) = y(q,a)とおき, y(q)を y(q, a)を並べた
ベクトルとすると

qT
1 MN (y(q))q1 > 0, qT

2 MN−1(θy(q))q2 > 0,F (y(q)) > 0

を得る. なお, F (y)は f(x)を線形化した関数である. qT
1 MN (y(q))q1, q

T
2 MN−1(θy(q))q2

を qの関数とみなせば, 連続関数の性質から q ∈ S に対して

q̃1
T MN (y(q̃))q̃1 > 0 (∀q̃ = (q̃1, q̃2) ∈ U(q, δ(q)))

q̃2
T MN−1(θy(q̃))q̃2 > 0 (∀q̃ = (q̃1, q̃2) ∈ U(q, δ(q)))

となる近傍 U(q, δ(q))が存在する. S1 × S2 は有界閉集合なので,

S1 × S2 ⊂
K⋃

i=1

U(qi, δ(qi))

を満たすK 個の qi ∈ S が存在する. ここで,

y =
1
K

K∑

i=1

y(qi)
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とおけば, 任意の q ∈ S に対して q ∈ U(qi, δ(qi))となる, qi が存在するので

qT
1 MN (ya)qT

1 > 0 (∀q1 ∈ S1)

qT
2 MN−1(θya)qT

2 > 0 (∀q2 ∈ S2)

F (ya) =
1
K

K∑

i=1

F (y(qi)) > 0

が成立する. したがって, yは, 緩和問題 (3)において実行可能内点解になる. この事実と [4]
より, 強双対定理が成立する.

6 おわりに

本論文では, 錐上の多項式計画に対する緩和法を提案し, Lasserreが提案した緩和よりも緩
和問題のサイズが小さくなることと, N を十分大きくとることで Lagrange双対問題の最適値
に収束することを示した. また, 特徴的な構造を持った場合は, 多項式計画の最適値に収束す
ることや, 緩和問題のサイズをさらに小さくできることを示した.
今後の課題としては, 凸多項式計画 (5)においては, あるN で最適値と等しくなるかどうか,

また, 多項式計画 (5)において, 制約式 x ∈ Ba を除いても定理 3.1同様な定理が成立するかど
うかなどがあげられる.
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